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１ 第２期竹原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 

 

（１）策定の背景 

   本市は，人口減少・少子高齢化という構造的な課題の解決に向けて，まち・ひと・しご

と創生法（平成２６年法律第１３６号）第８条に基づき，基本目標や施策の方向性などを

示した「竹原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第１期総合戦略」という。）を

平成 27（2015）年度に策定し，人口減少対策を展開してきました。 

この間，仕事づくりや子育て支援などの分野で一定の施策効果は見られたものの，人口

減少や少子高齢化，人口の東京一極集中は依然として深刻な状況となっています。 

国においては，まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期間の満了に伴い，「まち・ひと・

しごと創生基本方針 2019」（以下，「国の基本方針」という。）を示し，第２期の総合戦略

を策定することとされました。 

こうしたことから，本市においても，国の基本方針，第１期総合戦略の達成状況や新た

な人口ビジョンに基づく将来展望などを踏まえて，第２期竹原市まち・ひと・しごと創生

総合戦略（以下「第２期総合戦略」という）を策定し，人口減少の抑制と持続可能な地域

づくりに向けた取組を，切れ目なく，さらに充実・強化していく必要があります。 

 

（２）総合戦略の位置づけ 

   本市は，昨年度（平成３０年度），人口の将来展望や地域活力の低下などの人口減少に伴

う課題などを見据えて，１０年後の将来都市像や施策の方向性などを示した「第６次竹原

市総合計画」を策定し，持続可能なまちの実現に向けて取組を進めています。 

このため，第２期総合戦略は，人口減少対策の観点から，主として「たけはら元気プロ

ジェクト（※１）」などの総合計画に掲げる施策を再構築し，総合計画の推進を加速するも

のとして策定します。 

（※１）「たけはら元気プロジェクト」とは，第６次竹原市総合計画の前期基本計画に掲げた施策の

うち、10 年後の将来都市像「元気と笑顔が織り成す 暮らし誇らし、竹原市。」の実現の

ため、人々を「呼び込む“ちから”づくり」と「育てる“ちから”づくり」を推進させる

ために重点的に取り組む施策を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）計画期間 

 令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの５年間とします。 

 

 

 

 

 

 

第６次竹原市総合計画 

第２期総合戦略 

個別計画 

人口減少対策の観点

から，総合計画の推進

を加速 
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２ 戦略の推進について 

 

（１）「まち・ひと・しごと創生」に向けた政策５原則 

第２期総合戦略では，第１期総合戦略に引き続き，国の「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」に掲げられている政策５原則「自立性，将来性，地域性，直接性，結果重視」を踏

まえて，取組を推進していきます。 

 

（２）新しい時代の流れを踏まえた施策の推進 

国は第２期総合戦略において，まち・ひと・しごと創生の横断的な目標「新しい時代の

流れを力にする」を推進する施策として，「地域における Society5.0（※１）の推進」，「地

方創生 SDGs（※２）の実現などの持続可能なまちづくり」を掲げており，当市においても，

こうした国の方向性を踏まえ，施策を推進していきます。 

（※１）「Society5.0」とは，サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度

に融合させたシステムにより，経済発展と社会的課題の解決を両立する，人間中心の社

会（Society）を指します。 

（※２）「持続可能な開発目標（SDGs）」とは，平成 27（2015）年９月の国連サミットで採択さ

れた「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2016 年から 2030 年

までの国際目標です。持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲット

から構成され、地球上の誰一人として取り残さないことを誓っています。 

 

（３）第２期総合戦略の進行管理と効果検証について 

進行管理については，PDCA サイクルの考え方に基づいて行います。 

また，全体目標や基本目標などに数値目標を設定し，その達成状況や取組の状況につい

て，産官学金労言等で構成する「竹原市地方創生推進会議」による効果検証を行い，必要

に応じて総合戦略の見直しを図ります。 
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３ 第１期総合戦略の達成状況について 

  

平成３０年度末時点における目標の達成状況は，「ひとの創生」６０.０％，「しごとの創生」

５０.０％，「まちの創生」４６.１％であり，全体では５２.９％の目標達成率となっていま

す。 

人口減少の歯止めに対して最も重要で，総合戦略の中心的な取組と位置づけた「ひとの創

生」については，「しごとの創生」や「まちの創生」と比較して目標の達成率が高くなってい

るものの，基本目標の「転出超過数」については，現在値（３２０人）が目標値（１２５人）

を大きく下回る結果になりました。 

 

 

【平成３０年度末時点における目標の達成状況】 

分 野 
指標数 

（Ａ） 

達成指標数※ 

（Ｂ） 

未達成指標数 

（Ｃ） 

実績不明指標数 

（Ｄ） 

達成率 

（Ｅ）（＝Ｂ/Ａ） 

ひと 
基本目標  １  ０  １  ０ 

６０.０％ 
施策目標 １４  ９  ５  ０ 

しごと 
基本目標  ２  ２  ０  ０ 

５０.０％ 
施策目標  ４  １  ３  ０ 

まち 
基本目標  １  ０  ０  １ 

４６.１％ 
施策目標 １２  ６  ５  １ 

合計 
基本目標  ４  ２  １  １ 

５２.９％ 
施策目標 ３０ １６ １３  １ 

※おおむね達成も含みます。 
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４ 目標の設定 

 

（１）全体目標の設定 

    人口減少対策として掲げる施策の方向性をより明確化するため，第２期総合戦略では，

全体目標として本市の総人口を掲げます。  

 

全体目標 

令和６（2024）年度の総人口 

２２，９００人 

※竹原市人口ビジョンより 

 

（２）基本目標の設定 

①基本的な考え方 

     本市の総人口は昭和５５年以降継続して減少しています。また，少子高齢化も全国，

広島県，近隣市と比べて早く進行し，未婚率も高い傾向にあります。 

こうした状況から，第２期総合戦略においても，第１期総合戦略に引き続き，「ひと」

の創生を中心に取り組むことにより，「ひと」，「まち」，「しごと」創生の好循環を生み

出し，持続可能なまちの実現を目指します。 

②基本目標と施策の方向性 

     人口ビジョンから見えてきた３つの課題「“社会減の緩和”，“自然減の緩和”，“賑

わいと活力の創出”」の解決に向け，次のとおり３つの基本目標を設定し，達成度を適

切に図ることが可能な目標を設定します。 

 

 

対応の方向性 基本目標 

社会減の緩和 
しごとをつくり安心して働けるようにする、 

竹原への新しいひとの流れをつくる 

自然減の緩和 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

賑わいと活力の創出 
年齢や性別に関わらず多様な人々が元気なまちをつくる、 

竹原の魅力、個性を活かして交流を拡大する 

 

 

 

 

 

 



5 

５ 施策の方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ≪基本的方向≫ 

本市は，第 1 期総合戦略において「ひとの創生」を中心に位置づけ，転出超過数の減を目

標として取り組んできましたが，人口の社会減は継続し，拡大する傾向となっています。 

特に，若い世代（１０歳代後半から２０歳代前半）の進学や就職による市域外への転出超

過が大きくなっており，このことが社会減の主な要因として考えられます。  

このため，本市への転入促進と地域への定着に向けて，魅力的で安定した雇用の創出や U・

I・J ターンの促進などの移住・定住施策の充実・強化に取り組むことにより，若者の定着や

転入者の増加を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ しごとをつくり安心して働けるようにする，竹原への新しいひとの流れを

つくる 

【数値目標】 

■転出超過数 

： 人（H30） ⇒ 人（R6） 

■課税状況調べによる個人の市町村民税の納税義務者数 

： 人（H30） ⇒ 人（R6） 
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 ≪施策と重要業績評価指標≫  

 

■ 仕事づくり                               

 

 

     （4-2-③企業誘致の推進，4-1-①雇用の確保と人材確保・育成への支援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値（H30） 目標値【R6】 

企業誘致に伴う新規雇用者数   

竹原市就職ガイダンス参加者のうち

市内企業への就職者数 
  

ふるさと就職登録希望者数   

 

 

 

     （企業誘致の推進） 

本市の経済は，人口減少などの影響により緩やかに縮小しており，県平均と比較して人

口１人あたり市内総生産が低い状況であるため，地域経済の活性化に向けて，産業の振興

を図る必要があります。 

よって，県など関係機関と連携して，企業誘致に関する情報の収集や本市の魅力や助成

制度などの情報発信を行い，竹原工業・流通団地をはじめとした市内への製造業及び情報

サービス業等の企業誘致活動を展開します。 

 

（雇用の確保と人材確保・育成への支援） 

生産年齢人口が減少する中，人材の確保は企業や医療・福祉分野にとって喫緊の課題と

なっており，雇用のミスマッチを解消するとともに，産業を支える人材を確保・育成し，

定着させることが必要です。 

このため，竹原市雇用対策協議会を通じて，ハローワーク竹原，経済団体などとの連携

を強化し，就職ガイダンスの開催など，雇用の確保と雇用のミスマッチの解消に努めます。 

 雇用の確保と産業の活性化を図るため，県などの関係機関と連携して，竹原工業・

流通団地など市内への企業誘致活動を展開します。 

 就職ガイダンスを開催するなど，ハローワーク竹原や竹原商工会議所などとの連携

を強化し，雇用の確保と雇用のミスマッチの解消を図ります。 

 新たな人材の確保と竹原地域への就職を推進する「ふるさと就職登録制度」の充実

や大学との連携などにより，U・I・J ターン就職や地元就職を希望する人の就労機会

の確保に取り組みます。 

１ 魅力ある雇用の確保 
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また，まちの魅力と併せて企業の魅力や求人情報を発信するとともに，ふるさと就職登

録制度の充実や大学との連携により，U・I・J ターン就職や地元就職を希望する人の就労

機会の確保を図ります。 

さらに，周辺自治体と連携を図り，市内の企業に採用ノウハウを学ぶ機会を提供し，安

定的な人材確保を支援するとともに，企業向けの合同研修会の開催などによる人材育成を

図ります。 

 

 

 

 

 

（4-2-①創業支援） 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

新規創業者数   

 

 

 

   （創業支援） 

創業は，地域経済の活性化や雇用の創出につながることから，新規創業の機運醸成や促

進を図るとともに，創業者の事業継続性を確保・促進する必要があります。 

       このため，創業を志す者に対するセミナーの開催や空き店舗などの物件情報の提供と改

修の支援，さらに竹原市創業支援ネットワークによる支援などを通じて，市内での新規創

業を促進し，新規創業者及び転入者の増加を図ります。 

       また，創業している者に対して助言を行うなど，継続的なサポート体制の充実強化によ

り，事業の継続性を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 竹原商工会議所を通じた創業セミナーの開催など，創業意欲の醸成を図ります。 

 空き店舗の改修支援や竹原市創業支援ネットワークによる支援などにより，市内で

の新規創業を促進するとともに，創業後の支援体制を充実・強化し，事業の継続性

を向上します。 

２ 創業の促進 
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（4-2-②中小企業支援，4-3-①担い手の育成，4-3-②生産振興，4-3-③６次産業化と流通販売促進） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

新規就農者数+新規農業従事者数   

市内事業所数   

     

 

     （中小企業支援） 

生産年齢人口が減少する中，中小企業の活性化を図るためには，人手不足への対応や設

備の老朽化等による生産性の低下の抑制，後継者不足を理由とした廃業の防止などを図る

必要があります。 

       このため，中小企業者に対し，先端設備の導入促進や低金利の融資制度などの支援，さ

らに，周辺自治体と連携を図り，関係機関や専門家等による経営・事業継承・人材確保等

に関する各種支援を行います。 

 

（担い手の育成） 

本市の農林水産業は，生産者の減少による担い手不足，さらには，高齢化による生産力

の低下や生産者所得の減少など深刻な状況に直面しており，新たな担い手を確保・育成す

る仕組みづくりが必要です。 

       このため，新規就農者や定年帰農者などの新たな担い手が働きながら生産技術を習得で

きるようにするための，大規模生産者や農業法人等を育成し，将来自立できる体制づくり

に取り組みます。 

       

（生産振興） 

大規模生産農家や農業法人等の育成や農地の集積などによる生産者所得の向上により，

 低金利の融資や経営・事業継承・人材確保などに関する各種支援など，関係機関な

どと連携して，地域経済を支える中小企業等の振興施策に取り組みます。 

 新規就農者など新たな担い手が将来的に自立できる体制づくりに向けた，大規模生

産者や農業法人等の育成を図るなど，新たな担い手が将来的に自立できる体制づく

りや新規就農者の育成を進めます。 

 生産者の収益性や所得を向上させるため，農地の流動化や集積化による耕作放棄

地，遊休農地の活用を図ります。 

 新たな特産品の開発に取り組むとともに，県内外への特産品の販売を促進し，農林

漁業者の生産意欲の向上や収入の増加を図ります。 

３ 地域産業の振興 
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新規就農者の創出が必要です。また，鳥獣被害の拡大や生活環境の悪化（害虫の発生・田

園風景の悪化），水害等の危険性増加につながる耕作放棄地への対策が必要です。 

このため，利用されていない農地の所有者に対して農業委員会による農地のあっせん等

を行うことにより，農地の流動化・集積化を進め，耕作放棄地や遊休農地の活用に取り組

みます。 

       また，森林保護の取組を進めるとともに，地域ぐるみで有害鳥獣被害対策が進むよう効

率的・効果的な取組を進めます。 

       さらに，漁業者の生産意欲を向上させるため，種苗の放流など漁獲量の拡大に向けた資

源増産対策と漁港施設の適切な維持管理に努めます。 

 

（６次産業化と流通販売促進） 

農林漁業者の生産意欲の向上や収入の増加につなげるため，加工による商品化や販路を

開拓，拡大するとともに，産品の高付加価値化・高価格化を目指したブランド化の取組が

必要です。 

このため，竹原市郷土産業振興館において，年間を通して安定した原材料の仕入れや加

工販売を行うとともに，新たな特産品の開発を促進します。 

また，県内外に広く特産品の販売を促進し，農林漁業者の生産意欲の向上や収入の増加

につなげます。 
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■ 移住・定住の促進                                 

 

 

（基本的な実行項目 2 「課題解決につなげるシティプロモーション」） 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

「地域や子供会などの行事に参加し

ている」と答えた生徒の割合※（小

５・中２）※ 

  

「自分の住んでいる地域が好き」と

答えた生徒の割合（小５・中２）※ 
  

    ※ 広島県「基礎・基本」定着状況調査 

 

 

（まちへの誇りと愛着の醸成） 

まちの個性や価値を市民自らが認識し，まちへの誇りと愛着を高めることは，それぞれ

の立場から地域のために行動する姿勢を醸成し，賑わいの創出や新たな担い手の確保など

の地域課題解決や市外に転出した場合でも，将来的なＵターンの増加にもつながってくる

と考えられます。 

       特に，進学期や就職期に，市外に転出する割合が高い若者に対し，将来的に U ターンを

促すための取組を行うことが重要です。 

こうしたことから，主に若い世代のまちへの誇りと愛着を醸成するために，若者の視点

を活かして竹原の魅力を発見し発信する取組を行うとともに，まちづくりに参画する機会

として，市長と高校生による意見交換の場を設け，若い世代の意見を積極的に市政に取り

入れます。 

また，市・学校・地域が連携してそれぞれが抱える課題を解決に導けるよう，取組を推

進します。 

       

 

 

 

 

 竹原の魅力などを再発見，再認識し，市内外に情報発信する機会や地域課題の解決

と魅力づくりに参画する機会の充実などにより，主に若い世代の竹原への誇りと愛

着を醸成します。 

 まちづくりへの参画機会として，市長と高校生を中心とした若い世代の意見交換の

場を設け，若い世代の意見を積極的に市政に取り入れます。 

１ まちへの誇りと愛着の醸成 
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（1-5-①移住に係る情報発信と受入環境づくり） 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

移住者数（施策に関連した者に限る）   

 

 

 

（移住に係る情報発信と受け入れ環境づくり） 

Ｕ・Ｉ・Ｊターンの促進を図るためには，本市が移住先として選ばれるための住みやす

さを実感できるまちづくりを推進するとともに，本市の魅力を積極的に情報発信し，認知

度の向上を図ることが必要です。 

       このため，県主催の移住フェアなど，移住関連イベントへの参加やホームページの充実

などにより，移住に必要な子育て，仕事，住まいに関する情報や支援制度と本市の魅力を

併せて積極的に発信することで，移住先としての知名度・認知度の向上を図ります。 

       また，移住希望者に対し，「たけはら暮らし」が体験できる環境づくりを推進するととも

に，関係機関と連携して，空き家バンクの物件登録数を増やすなど，空き家に関する情報

を，移住希望者に提供します。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ Ｕ・Ｉ・Ｊターンの促進 

 県主催のＰＲイベントへの参加やホームページの充実などにより，移住に必要な子

育て，仕事，住まいに関する情報や支援内容と本市の魅力を併せて発信し，移住先

としての知名度・認知度を向上します。 

 移住希望者や移住を検討する者に対して，空き家改修補助など，具体的な行動を後

押しする取組や「たけはら暮らし」が体験できる環境づくりに取り組みます。 
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（1-6-①良好な居住環境の整備・都市機能の集積と賑わいの創出，6-2-①空き家対策の推進， 1-6-

②持続可能な公共交通体系の構築と利用促進，7-2-②防犯活動の推進，7-1-①，地域の防災意識の

醸成・防災知識の普及，7-1-②情報伝達手段の構築，7-1-③避難体制の整備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

暮らしやすいまちであると回答した

市民の割合 

  

 

 

 

（良好な居住環境の整備・都市機能の集積と賑わいの創出） 

本市は，中心市街地に商業・医療等の生活機能が集積し，一定程度コンパクトな市街地

形成が進んでいます。持続可能な都市づくりに向け，引き続き，商業・医療施設など住民

サービスに必要な生活機能の集約化や，地域特性を活かした都市の魅力向上と賑わいの創

出に取り組むことが必要です。 

このため，道路・公園・下水道などの都市基盤整備，まちのバリアフリー化，子供や子

育て世帯に魅力的な環境整備，浸水や土砂災害など災害リスクを低減した防災都市づくり

３ 暮らしやすい環境の創出 

 だれもが安全・快適に暮らせる居住環境が整った都市づくりに取り組むとともに，

商業，医療，福祉などの日常生活に必要な生活利便施設が充実した利便性の高い拠

点づくりを進めます。 

 空き家を管理する団体等を養成し，空き家の適正管理や空き家バンク制度を活用し

た貸し手・借り手のマッチングを図り，また，利活用の可能な空き家の他用途への

転用や改修を支援するなどにより，多様な利活用を促進します。 

 竹原市地域公共交通網形成計画に基づき，交通事業者などと連携して，市民や観光

客が利用しやすい持続可能な公共交通ネットワーク体系を構築します。また，公共

交通の維持に向け，市民や観光客への運行情報の提供などにより，公共交通の利用

促進に取り組みます。 

 地域や防犯活動団体と連携した防犯活動の実施や街路灯の整備など，犯罪が起きに

くい公共空間や環境の整備を図ります。 

 地域防災リーダーを育成するとともに，出前講座や防災訓練等を通じて防災知識の

普及を図ります。また，防災情報メール登録の啓発や，Ｊアラート（全国瞬時警報

システム）などの情報伝達手段で，迅速かつ的確な情報提供を行うとともに，避難

行動要支援者の円滑な避難に向けた支援体制づくりや地域住民を主体とした自主避

難所の開設や運営を行える仕組みづくりに取り組みます。 
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など，だれもが安全・快適に暮らせる居住環境が整った都市づくりに取り組みます。 

また，竹原地区や忠海地区など各地域の特性に応じて，一定程度の人口密度を維持し，

日常生活に必要な生活利便施設（商業・医療・福祉・子育て機能等）が充実した利便性の

高い拠点を形成します。 

 

（空き家対策の推進） 

本市には，利活用可能な空き家等が多くありますが，実際に利活用を図るためには，需

給のミスマッチの解消が必要です。また，老朽化した空き家は倒壊等の危険性が高く，防

犯や景観・公衆衛生の悪化など住民の生活環境に悪影響を及ぼすため，空き家対策が必要

です。 

このため，利活用可能な空き家については，その把握に努め，地域資源として，地域の

ニーズに合わせた他用途への転用や改修への支援など多様な利活用を促進するとともに，

空き家を管理する団体等を養成し，空き家の適正管理と空き家バンク制度などを活用した

貸し手・借り手のマッチングに努めます。 

また，相談会の開催や木造住宅耐震改修の支援などにより，空き家化の抑制・予防を図

るとともに，空き家所有者への助言・啓発などにより，管理不全な空き家等の解消を図り

ます。 

 

（防犯活動の推進） 

本市で発生する犯罪認知件数は，過去４年間，広島県平均を下回っていますが，横ばい

で推移している状況です。また，特殊詐欺被害件数についても，減少傾向ですが，１件あ

たりの被害金額は広島県平均を上回っています。 

       このため，防犯パトロールなど，地域や防犯活動団体と連携した防犯活動を実施すると

ともに，街路灯の整備など，犯罪が起きにくい公共空間や環境の整備に努めます。 

 

（災害に強いまちづくり） 

災害から市民の命を守り，災害による被害を最小限に抑えるためには，市民の防災・減

災に対する意識の醸成や知識の普及へ向けた取組，正確な情報を迅速かつ的確に伝えてい

く手段の構築，災害の種類に応じた避難所の設置や自分で避難できない方の把握や避難す

るための支援体制等が必要です。 

       このため，地域の防災活動に対し助言・指導できる人材の養成や，あらゆる機会を捉え

て，市民に避難勧告等の発令基準を理解してもらい，避難のタイミング等の認識を深めて

もらうための取組を行います。 

       また，市や県等の関係機関からの防災情報を迅速かつ的確に伝達するための防災伝達手

段を構築するとともに，国などと連携し，危機管理体制の充実・強化を図ります。 

       さらに，地域住民を主体とした自主避難所の開設や運営を行える仕組みづくりに取り組

みます。 
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（持続可能な公共交通体系の構築と利用促進） 

本市は，空港などの高速交通体系や島しょ部をつなぐ港など交通利便性が高く，瀬戸内

海や町並み保存地区などの地域資源があります。 

高齢化により公共交通の重要性が高まることが想定されるため，持続可能な公共交通体

系を構築することが必要です。また，公共交通を維持するため，市民や観光客等への情報

提供など公共交通の利用促進への取組が必要です。 

このため，交通事業者と連携し，生活路線の利便性向上，高速交通体系との連絡，市内

観光スポットの連絡・回遊性の向上など，公共交通の在り方に基づいて，市民や観光客が

利用しやすい持続可能な公共交通ネットワーク体系を構築します。 

また，時刻表などの運行情報，乗換情報の提供等の情報発信やベンチなどのある快適な

待合環境づくり，案内表示の充実した乗り換え環境づくりなど，公共交通の利用促進に取

り組みます。 
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≪基本的方向≫ 

本市では，死亡者数が４００人前後で推移する中，出生数が平成２４年度以降は減少傾向

で推移しているため，自然減の幅は拡大する傾向にあります。 

また，合計特殊出生率に影響すると考えられる未婚率が年々上昇傾向で推移するととも

に，２０歳代前半から３０歳代前半の若年女性人口も減少しており，これらのことが少子化

を進行させている要因として考えられます。  

このため，出会い，結婚への支援や安心して子供を生み，育てられる環境のさらなる充実

など，出生数の増加につながる少子化対策の取組を展開することにより，自然減の緩和を図

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標２ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

【数値目標】 

■出生率： （H30） ⇒ （R6） 
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≪施策と重要業績評価指標≫  

 

■ 少子化対策                               

 

 

（2-1-①出会い・結婚への支援） 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

婚姻率   

 

 

 

（出会い・結婚への支援） 

本市の未婚率は，男女ともに上昇傾向で推移しています。市内在住の結婚を希望する人

の婚姻率を向上するためには，市内に出会いの場を創出するなど，結婚への後押しが必要

です。 

このため，これから結婚を迎える人の出会いのきっかけとなる，余暇を利用した地域活

動への支援や近隣市町と連携した出会いの場の創出を図ります。 

 

 

 

 

  

 結婚を希望する人への支援として，近隣市町と連携して出会いの場を創出するな

ど，出会いや結婚をサポートします。 

 結婚を支援するサポーター制度を設けるなど，地域のボランティア等人材の発掘と

育成を行います。 

１ 出会い・結婚のサポート 
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（2-1-③子供をのぞむ世帯への支援，2-1-④安心して出産できる体制づくり，2-1-②妊娠期から子

育て期までの切れ目のない支援の充実） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

不妊治療費助成申請件数 

（一般+特定） 
  

たけはらっこネウボラの利用件数 

（年間延べ） 
  

 

 

（子供をのぞむ世帯への支援） 

晩婚化などにより，子供を持つ希望がかなえられないケースが増えており，子供を産み

育てることに不安や悩みを感じる夫婦などに対し，その解消を図るなど，子供を産み育て

たいと考えている世帯への支援が必要です。 

このため，子供を産み育てることに希望が持てるように，様々な不安や悩みの解消を目

指した支援を行います。 

また，健康保険が適用されず経済的負担が重い不妊治療に対して助成を行うなど，継続

的な治療が受けられるように支援します。 

 

（安心して出産できる体制づくり） 

県内の分娩取り扱い施設は減少傾向にありますが，子供を安心して出産できるように，

市内医療機関と市外の分娩取扱施設との連携強化が必要です。 

このため，妊婦等に対し安全・安心な分娩を進められるように，ホームページなどによ

る情報発信などにより適切な受診等に関する周知に取り組むとともに，引き続き検診医療

機関と分娩医療機関との連携体制の強化に取り組みます。 

 

（妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援の充実） 

本市では，妊娠期から子育て期までの切れ目のない包括的な支援を市民の子育てニーズ

 子どもを産み育てることに希望を持てるよう，不安や悩みを解消するための支援や

経済的負担が重い不妊治療への助成など，子供をのぞむ世帯への支援を行います。 

 市内の健診医療機関と市外の分娩医療機関との連携体制を強化し，安心して出産で

きる体制づくりを進めます。 

 たけはらっこネウボラ（子育て世代包括支援センター）を中心に，妊産婦及び新生

児並びにその保護者に包括的な支援を行うことにより，妊娠期から子育て期までの

切れ目のない支援を充実します。 

２ 妊娠・出産期への切れ目のない支援 
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に即して行っていますが，妊婦や出産，子育てに対する悩みの相談，支援体制の継続的な

確保が必要です。 

このため，たけはらっこネウボラ（子育て世代包括支援センター）を中心に，妊産婦及

び新生児並びにその保護者への包括的な支援を通じて，胎児・新生児の良好な生育環境の

確保など，妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を充実させます。 
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（2-2-⑤子育てへの経済的な支援，2-2-④多様化する保育ニーズへの対応，2-2-③子供の健やかな

成長を支える学び・体験の場の確保・充実，2-2-①地域における妊娠期から子育て期までの切れ目

のない支援の充実，2-2-②子供と母親の健康増進） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

こども園待機児童数   

放課後児童クラブ待機児童数   

ファミリーサポートセンター登録会員数   

地域子育て支援センターの子供一人あた

り利用回数 
  

 

（子育てへの経済的な支援） 

本市では，子育てに経済的負担がかかると感じている人は３割を超え，特に経済的に苦

しい環境にある子どもは，様々な影響を受け，進学をはじめ将来の可能性を狭められるな

ど社会問題化しており，子育てに対する経済的負担を軽減するための支援や社会問題化し

ている子供の貧困への対応が必要です。 

このため，乳幼児等医療費助成や，ひとり親等家庭に対する相談・支援体制の充実に努

めます。 

また，子供の将来が生まれ育った環境に左右されることなく，夢や希望を持ち成長でき

る環境づくりに努めます。 

 乳幼児等医療費の助成など，子育てに対する経済的負担を軽減するための支援を行

うとともに，生まれ育った環境に左右されず，子供が夢や希望を持ち成長できる環

境づくりを進めます。 

 関係機関と連携して，保育士の定着や出産・育児等により離職した保育士の復職支

援など，保育士の確保を図りつつ，多様な保育ニーズに対応した保育サービスを提

供します。 

 異年齢交流や地域子育て支援センターなどの活動を通じた自然体験，社会体験など

の実施，放課後児童クラブや児童館の活動充実など，子供の健やかな成長を支える

学び・体験の場の確保・充実を図ります。 

 たけはらっこネウボラ（子育て世代包括支援センター）やファミリーサポートセン

ター，地域子育て支援センターなどにより包括的な子育て支援を充実するととも

に，子育て支援に関する情報発信や子育て支援のボランティア参加者の拡大・育成

を図ります。 

 子供や母親への保健指導や乳幼児健診及び食に関する学習機会や情報提供を充実す

るなど，子供と母親の健康増進を図ります。 

 

 

３ 子育て支援 
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（多様化する保育ニーズへの対応） 

本市では，保育所待機児童数ゼロを実現していますが，保育士などの人材不足が年々深

刻化しており，保育サービスを維持するためにも，保育士の確保を図りつつ，多様な保育

ニーズへの対応が必要です。 

このため，多様な働き方に応じた保育ニーズを的確に把握し，ニーズに対応した保育の

提供に努めます。 

また，今後，保育に携わる職員が不足するため，関係機関と連携を図り，保育士の定着

や出産・育児等により離職した保育士の復職支援に努めます。 

 

（子供の健やかな成長を支える学び・体験の場の確保・充実） 

本市では，放課後児童クラブの対象を拡大するなど，地域全体で子供を守り育てる体制

づくりを推進しています。引き続き，子供の健やかな成長を図るため，子供の学び・体験

の場の確保・充実が必要です。 

       このため，乳幼児や小中学生・高校生の異年齢交流，子ども会や地域子育て支援セ

ンターなどの活動を通じた自然体験や社会体験など，学びと体験の場の確保と充実に

努めます。 

       また，学び・体験の場として，放課後児童クラブや児童館の活動の充実を図ります。 

 

（地域における妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援の充実） 

本市では，核家族化や共働き家庭が増加し，子育てに時間的，体力的，精神的にゆとり

を持ちづらい家庭が多く，子育て家庭に寄り添ったきめ細やかな支援と地域全体で支える

取組が必要です。 

このため，たけはらっこネウボラ（子育て世代包括支援センター）やファミリーサポー

トセンター，地域子育て支援センターなど，子育て家族に寄り添い，子供の良好な生育環

境の確保など妊娠期から子育て期までの切れ目のない包括的な支援を充実します。 

また，子育て支援についての情報提供や講演会，料理教室などを通し，子育てに関する

不安や疑問の解消に努めます。 

さらに，育児サークル・こども園等の活動内容の周知や講座などを通じて，子育て支援

のボランティア参加者の拡大・育成を図ります。 

 

（子供と母親の健康増進） 

子供の健やかな成長を支えるためには，子供と母親の健康の確保が必要です。 

       このため，育児学級・健康教室・家庭訪問など子供や母親に対する保健指導や乳幼児健

診を充実させ，子供や母親の健康増進を図ります。 

       また，幼児や保育者を対象とした食に関する学習機会や情報提供の充実，こども園等で

の食に関する教育を推進します。 
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≪基本的方向≫ 

本市は，生産年齢人口と年少人口の割合が減少しており，国・県・近隣市よりも速いペー

スで少子高齢化が進展しています。 

   人口が減少し，少子高齢化が進む中においては，地域活力の低下やコミュニティ機能の衰

退など，地域がその機能を喪失しかねない状況となることから，仕事づくりや移住・定住の

促進，少子化対策により，社会減の緩和と自然減の緩和に取り組みつつ，同時に，まちの賑

わいと活力を維持・向上することが重要です。 

このため，地域社会や地域経済を支える人々を増やし，活躍しやすい環境づくりを進める

とともに，まちの魅力向上を図ることで，市内外の力を活かして賑わいと活力を向上し，ま

ちの持続可能性を高めます。  

基本目標３ 年齢や性別に関わらず多様な人々が元気なまちをつくる， 

竹原の魅力，個性を活かして交流を拡大する 

【数値目標】 

■平均自立期間（要介護２以上）※１ 

：男 歳（H30） ⇒   歳（R6） 

 女 歳（H30） ⇒   歳（R6） 

■給与収入のある女性人数及び 65 歳以上の市民の数 

 ： 

■地域交流センターの利用人数： 

■観光消費額：（H30） ⇒ （R6） 

 

※１ 国保データベースより 
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 ≪施策と重要業績評価指標≫ 

 

 ■ 地域力の強化                               

 

 

 

（5-3-①市民の健康づくりと生活習慣病の予防，5-4-①介護予防・生きがいづくりの推進，3-1-③ス

ポーツ・芸術の振興） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

平均自立期間【再掲】   

 

 

（市民の健康づくりと生活習慣病の予防） 

本市の主要な死亡原因であるがんの早期発見・早期治療を促すため，がん検診の受診率

向上への取組や主要死因である循環器疾患や糖尿病，ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）など

生活習慣病を予防するための生活習慣の改善への取組が必要です。また，平均寿命の延伸

に伴い健康寿命との差が拡大していることから，市民，企業，民間団体などの多様な主体

が自発的に健康づくりに取り組む環境づくりが必要です。 

このため，栄養，運動，休養，飲酒，喫煙，歯・口腔など生活習慣や社会環境の改善の

ための知識の普及啓発や保健指導に取り組みます。 

また，健康づくりは，一人一人の意識が行動の源と考えられますが，継続して実践して

いくには周囲の環境も重要であることから，民間団体，企業等関係団体等と連携し，市民

が主体的に行う健康づくりへの支援に取り組みます。 

さらに，本市の主要な死亡原因であるがん，循環器疾患への対策に加え，重大な合併症

を引き起こす恐れのある糖尿病，COPD 等の発症予防・重症化予防に取り組みます。 

 生活習慣を改善する知識の普及啓発や保健指導に取り組むとともに，民間団体など

と連携して，市民が主体的に行う健康づくりを支援します。 

 本市の主要な死亡原因であるがんの早期発見・早期治療を促すため，がん検診の受

診率向上に取り組むとともに，循環器疾患や糖尿病，ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾

患）などの生活習慣病の発症，重症化予防に取り組みます。 

 健康寿命の延伸を目指して，自主的な介護予防活動の支援などによる介護予防を推

進するとともに，生きがいを持って活動，活躍するための居場所づくりなどに取り

組みます。 

 各種スポーツイベントの開催など，参加しやすい機会を提供し，スポーツをする環

境の充実を図ります。 

１ 健康まちづくりの推進 
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（介護予防・生きがいづくりの推進） 

要介護（要支援）認定者数は増加傾向で推移することが見込まれるため，介護予防や生

きがいや役割を持って生活することが重要です。 

このため，高齢期になっても，介護を必要としない，あるいは，介護を必要とする期間

をできるだけ短くできるよう，介護予防教室の開催や自主的な介護予防活動への支援など，

健康づくりや介護予防の取組を推進するとともに，地域の中で社会的役割や生きがいを持

って活動・活躍できるよう，居場所づくりや社会参加を促進します。 

 

（スポーツ環境の充実） 

心も体も健やかに保ち続けるためには、スポーツで体を動かすことが必要です。 

このため，豊かなスポーツの振興に取り組むとともに，これらに参加しやすい機会の提

供など，スポーツをする環境の充実を図ります。 
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（4-1-②女性をはじめとする多様な人材の活躍促進，5-5-①地域でいきいきと暮らすための支援体制

等の整備・充実） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

給与収入のある女性人数及び65歳以上

の市民の数 

  

 

 

 

（女性をはじめとする多様な人材の活躍促進） 

人材確保の解決策として，女性をはじめ多様な人材が求められており，職場や労働環境

など，多様な人材が働きやすい環境を整え，多様なライフスタイルに対応することが必要

です。 

このため，女性が働きやすい環境を構築できるよう，講演会の開催などによる啓発を通

じて，ワークライフバランスの促進や多様な働き方への対応など，あらゆる分野で女性が

能力を発揮できる環境づくりを促進します。 

また，高齢者の積極的な社会参加の機会や障害のある人の雇用の場の拡大に努めるなど，

多様な人々が活躍できる環境づくりを促進します。 

  

（地域でいきいきと暮らすための支援体制等の整備・充実） 

障害のある人が地域で生活を続けていくためには，一人一人の障害特性や意欲などに応

じた活動の場や働く場が身近なところにあることが必要です。 

このため，障害のある人が必要なサービスを適切に受けられるような相談や虐待を受け

た場合の速やかな対応など，身近で利用しやすい，きめ細やかな相談支援体制づくりに取

り組みます。 

 さらなる女性の活躍を推進するため，企業などを対象とした講習会を開催するな

ど，女性が働きやすい環境づくりを進めます。 

 （公社）竹原市シルバー人材センターと連携して，高齢者の積極的な社会参画の機

会を拡大し，高齢者が活躍できる環境づくりを促進します。 

 障害のある人の雇用を促進するため，関係機関とともに就労支援のための体制の充

実を図り，民間企業や事業者等に対する啓発を推進するとともに，障害のある人が

必要なサービスを適切に受けられるような相談支援体制づくりに取り組みます。 

 今後増加することが予測される外国人の受け入れのため，相互理解の醸成や地域の

構成員として生活しやすい環境づくりなどに取り組みます。 

２ 多様な人材の活躍促進 
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また，障害のある人の雇用を促進するため，関係機関と連携し，就労に関する情報提供

や相談支援の充実を図り，民間企業・事業者等に対する啓発を推進します。 

さらに，障害のある人の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるとともに，地域生活に

おける相談・体験の機会・緊急事態の対応を図るため，地域生活拠点等を整備します。 

 

     （外国人と暮らす環境づくり） 

       近年，企業では，人口減少社会やグローバル化を背景に，有能な人材の発掘，斬新なア

イデアの喚起，社会の多様なニーズへの対応などのため，ダイバーシティを推進していま

す。 

       このため，国籍や民族などの異なる人々が，互いの文化的な違いを認め合い，地域社会

の構成員として共に生活しやすい環境づくりを推進します。 
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（2-3-①地域とともにある信頼される学校づくりの推進，2-3-③「確かな学力」の向上，3-1-①生涯

学習拠点・機会の充実，3-1-②学校と地域の協働による生涯学習の推進，3-2-②活動拠点を核とし

た地域活動の促進，3-2-③地域活動への参加促進） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

コミュニティ・スクール制度を導入し，かつ「地

域学校協働本部やコミュニティ・スクールなどの

仕組みを活かして，保護者や地域の人との協働に

よる活動を行ったと答えた学校割合 

  

基礎学力が定着している児童生徒の割合   

広島県 

平均 

比較 

小学校国語   

小学校算数   

中学校国語   

中学校数学   

中学校英語   

 地域と連携・協力しながら「地域とともにある学校づくり」を推進し，地域と一体

となって子供を育てながら子供たちに自己のアイデンティティを確立させ，ふるさ

と竹原を支えていこうとする人材や郷土を思いながら世界で活躍できる人材を育成

します。 

 グローバル化する社会を生き抜く力を身に付けさせるために，「知識ベースの学び」

に加えて，「知識を活用し，協働して新たな価値を生み出せるか」を重視した「資

質・能力の育成を目指した主体的な学び」を促す教育活動を積極的に推進します。 

 地域交流センターなどの活動拠点を活用した市民が生涯学習に取り組める機会や学

習内容機会の充実を図ります。 

 学びの成果を地域社会に還元し地域の活力を高めていくため，学校と地域の連携強

化による生涯学習環境の充実を図るとともに，生涯学習を通じた地域活動を担って

いく人材の育成に取り組みます。 

 地域交流センターを地域活動などに利用しやすい活動拠点とすることにより，住民

主体の地域課題の解決や魅力づくりへの取組を継続・発展させ，地域活動の促進を

図ります。 

 地域行事や地域リーダー養成講座の開催などにより，地域活動の中心となるリーダ

ーの養成を図るとともに，地域活動などの基盤である自治会への加入を促進し，住

民の地域活動への参加促進を図ります。 

３ 地域を支え活躍する人材の育成・環境づくり 
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「地域や子供会などの行事に参加している」と答

えた生徒の割合※（小５・中２） 
  

「自分の住んでいる地域が好き」と答えた生徒の

割合【再掲】（小５・中２） 
  

地域交流センターの利用人数【再掲】   

地域人材養成講座受講者数（累計）（人）   

 

 

 

（地域とともにある信頼される学校づくりの推進） 

グローバル化の進展などにより，様々な課題がますます複雑化・高度化する先行き不透

明な社会へと移行しています。 

このような「変化の激しい社会」では，学校で学んだ知識や技能を定型的に適用させる

力だけではなく，自ら深く考え，知識や情報を統合して新しい価値を創り出す力，さらに

はそのために多様な他者と協働できる力を有する人材が求められています。 

このため，地域と一体となって子供を育てていきながら子供たちに自己のアイデンティ

ティを確立させ，ふるさと竹原を支えていこうとする人材や，郷土を思いながら世界で活

躍できる人材など幅広い人材を育成します。 

また，法規法令に則った学校運営及び主体的で創意工夫のある教育活動を行うために，

地域と連携，協働しながら「地域とともにある学校づくり」を推進します。 

 

（「確かな学力」の向上） 

広島版「学びの変革」アクション・プラン（平成 26 年度策定）により，これまでの知

識ベースの学びに加え，社会で活躍するために必要な資質・能力の育成を目指した主体的

な学びを推進していくことが示され，平成 30 年度から全県で展開されています。基礎的・

基本的な知識及び技能を確実に習得させるとともに，習得した知識や技能を活用できる力

の育成が必要です。 

こうしたことから，グローバル化する社会を生き抜く力を身に付けさせるために，「知

識ベースの学び」に加えて，「知識を活用し，協働して新たな価値を生み出せるか」を重視

した「資質・能力の育成を目指した主体的な学び」を促す教育活動を積極的に推進します。 

 

（生涯学習機会の充実） 

働き方改革による余暇活動の充実などの取組により，市民の学びに対する関心が高まる

とともに，価値観の多様化により，学びの内容に係る市民ニーズが高度化，多様化してい

ます。今後は，幅広い年齢層がともに活躍しながら，学ぶことにより生きがいを感じるこ

とができる学習環境の整備や、学習内容の充実が必要です。 

このため，地域ごとに配置する「地域交流センター」や図書館等の活動拠点を活用し，

 



28 

市民が生涯学習に取り組める機会を創出するとともに，市民のニーズを満たす学習内容の

提供に努めます。 

 

（学校と地域の協働による生涯学習の推進） 

学びの成果を地域社会やまちづくりなどに還元し地域の活力を高めるためには，幅広い

年齢層がともに活躍しながら学習できる環境の充実が必要です。 

このため，学校・地域と連携し生涯学習を推進するとともに，地域の活動を担っていく

人材の育成に取り組みます。 

 

（活動拠点を核とした地域活動の推進，地域活動への参加促進） 

魅力ある地域づくりや地域課題の解決への取組を継続・発展させるためには，地域交流

センターなどの活動拠点を中心にして，住民が気軽に集い，議論や交流を深めていくこと

が必要です。また，地域行事への参加者が固定化しており，幅広く参加できる仕組みづく

りが必要です。 

このため，地域の課題解決・魅力づくりのため，地域交流センターなど，地域の実情に

合った利用しやすい活動拠点を活用し，地域活動の促進を図ります。 

また，地域行事や講座等を通じて，地域活動の中心となるリーダーを養成し，地域活動

の活性化と参加しやすい環境づくりを支援します。 

さらに，地域活動や確実な情報伝達の基盤となる自治会への加入率を高めるため，転入

時などの機会を捉え，自治会活動への理解の深化に努め，加入促進を図ります。 
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要業績評価指数【KPI】 現在値【Ｈ30】 目標値【R6】 

連携事業数   

 

 

 

（自治体や企業など，多様な事業主体との連携） 

市民ニーズの多様化や複雑化によって生じる課題は，行政単独による解決が困難な場合

があります。そういった課題の解決を図るためには，これまで組織されてきた住民自治組

織や各種団体，民間企業など多様な主体と行政が協働して取り組む必要があります。 

このため，大学や企業のノウハウ等を活用しながら地域課題の解決を図れるよう，大学，

民間企業，周辺関係市町など，多様な事業主体との連携強化に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の共同実施や行政資源の相互利用など，広島広域都市圏や広島中央地域連携中

枢都市圏を構成する周辺市町と連携施策を推進し，広域的な課題の解決や交流人口

の増加などを図ります。 

 市民や地域の様々なニーズや課題に対応するため，包括連携の推進や企業版ふるさ

と納税制度の活用など，大学や民間企業が持つ資源・ノウハウを活用しながら，地

域課題の解決及び地域の活性化を図ります。 

４ 企業等との連携強化 
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重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

ふるさと納税者数，東京竹原会会員

など 

  

 

 

 

（関係人口の創出・拡大） 

関係人口については，総務省の「これからの移住・交流施策のあり方に関する検討会報

告書」において，長期的な「定住人口」や短期的な「交流人口」にも該当しない，地域や

地域の人々と多様にかかわるものと定義されています。 

その対象は，地域との関わり方により，地域を消費面から応援する人々や地域住民と一

緒に地域課題の解決，地域おこしなどに関わっていく人々が想定されます。 

人口減少が進行する中において，地方創生を実現していくためには，地域外の消費拡大

と地域力の向上による地域課題の解決や新たな価値の創出が重要です。 

こうしたことから，市域外からより地域課題の解決に関わってくれる人を増やすため，

竹原ファンの獲得やふるさと納税件数の増に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市域を超えて広く「竹原ファン」を獲得することにより，ふるさと納税の増加や竹

原産品の消費拡大，地域の課題解決と魅力づくりに繋げ，地域活力の維持向上を図

ります。 

５ 関係人口の創出・拡大 
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■ まちの魅力向上                               

 

 

（1-2-②文化財の活用促進，1-3-②官民連携による歴史的建造物の活用，1-3-①誘導・規制による景

観保全，1-3-③自然景観の保全） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

文化４施設（旧森川家住宅・旧松阪家

住宅・旧光本家住宅・歴史民俗資料

館）入館者数 

  

市内小学校の文化４施設の社会科見学

等による児童来館者数（延べ） 
  

景観まちづくり団体数   

 

 

 

（文化財の活用促進） 

市内総観光客数は増加傾向にありますが，町並み保存地区周辺に所在する文化施設への

入館者数は，平成２７年をピークに減少傾向にあります。 

江戸時代から製塩業や酒造業で栄えた竹原の町並みは，昭和５７年に国の重要伝統的建

造物群保存地区に選定されています。さらに，令和元年には市初の日本遺産として認定さ

れました。文化財を保存し，継承していくためには，適切な修理や維持管理と公開などに

よる活用の両立を図ることが必要です。また，文化財を取り巻く歴史的風致の維持・保全

に努め文化財との一体的な活用を図ることが必要です。そして，本市の歴史や文化財など

の歴史資産を後世に伝えていくためには，歴史資産の普及啓発を継続することが必要です。 

このため，町並み保存地区をはじめとする文化財を適切に維持し，文化財の公開活用に

取り組みます。 

 

 

 町並み保存地区をはじめとする文化財を適切に維持し，その活用に向けた取組を積

極的に行うことにより，竹原らしさの向上を図ります。 

 民間活力の活用や支援を行い，空き家となった歴史的建造物を積極的に活用するこ

とにより，魅力ある景観を保全するとともに，観光客の回遊性向上を図り，地域の

活性化を進めます。 

 景観保全・活用に対する啓発などにより，市民等と協働しながら，歴史的景観の保

全や，歴史的な町並みや瀬戸内海，山などの自然などを活かした竹原らしい魅力あ

る景観を創出します。 

１ 歴史・文化を活かしたまちづくりの推進 
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（官民連携による歴史的建造物の活用） 

人口減少や高齢化などにより，伝統的建造物群保存地区や周辺地区で空き家が増加する

など，連続性のある歴史的景観の保全に大きな問題を抱えています。歴史的景観を保存す

るためには，歴史的建造物を積極的に活用する取組が必要です。 

このため，民間活力の活用や支援を行い，空き家となった歴史的建造物を積極的に活用

することにより，魅力ある景観を保全するとともに，観光客の回遊性向上を図り，地域の

活性化を進めます。 

更に，景観保全・活用に対する啓発等により，市民の理解と協力を得ながら，市民等と

行政の協働により，魅力的な景観の創出に取り組みます。 

 

（誘導・規制による景観保全，自然景観の保全） 

本市には，数多くの美しい景観があり，これらの景観の維持や新たな景観の創出を図る

ことにより，地域の魅力向上や観光客の増加など，地域活性化につながる施策効果が期待

され，全国的にも景観を活かしたまちづくりが進められています。 

町並み保存地区では，住民の協力や条例の規制等により，歴史的な竹原らしい景観が保

全されていますが，この地区と一体となった周辺地区には，建物の形態意匠や屋外広告物

などを規制する手段がないため，景観を保全する取組が必要です。また，市全域において

も，良好な景観を形成している瀬戸内海の島々や山々などの自然景観，歴史的建造物など

の歴史的景観を引き続き守っていく取組が必要です。 

このため，景観計画の策定，景観条例や屋外広告物条例の制定など，総合的な景観施策

により，本市の良好な景観の保全に取り組みます。 
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（1-4-①観光コンテンツと広域観光ルートの開発，1-4-②インバウンド観光の推進，1-4-③観光プ

ロモーションの展開） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指数【KPI】 現在値【H30】 目標値【R6】 

総観光客数（外国人観光客・市内への

宿泊者数を含む） 
  

 

 

（観光コンテンツと広域観光ルートの開発） 

アニメ「たまゆら」やＮＨＫ連続テレビ小説「マッサン」の放映，また，大久野島がＳ

ＮＳ等により「うさぎ島」として脚光を浴びたことにより，国内外からの観光客が増加し，

平成２６年以降，総観光客数は１００万人を超えて推移しています。 

総観光客数は１００万人を超えていますが通過型観光となっていることから，宿泊客が

少なく，観光消費額の増加につなげる取組が必要です。また，長期滞在のための観光コン

テンツの不足や市内における情報発信，おもてなし・サービスが不十分であり，観光コン

テンツの開発が必要です。 

こうしたことから，竹原の魅力に触れる機会を創出するため，瀬戸内海を活用した体験

メニューなど新たな観光コンテンツの開発に取り組みます。 

また，本市を含む瀬戸内海地域への来訪機会の拡大と滞在期間の延長を図るため，近隣

自治体と連携し，広域観光ルートの開発に取り組みます。 

 

（観光プロモーションの展開） 

本市の総観光客数は，平成２４年度以降，１００万人を越えて推移していますが，本市

の観光地としての認知度は，全国的に見て決して高いとはいえないため，認知度を高める

ためのさらなる取組が必要です。 

このため，本市の認知度向上に向け，広島県など関係機関と連携した継続的な観光プロ

モーション活動を展開します。 

 滞在時間の延長を図り観光消費額の増加に繋げるため，瀬戸内海を活かした体験メ

ニューなど，新たな観光コンテンツを開発するとともに，近隣自治体と連携した広

域観光ルートの開発に取り組みます。 

 本市の観光地としての認知度を高めるため，県や周辺市町と連携して，首都圏など

でのＰＲ活動を実施するなど，観光プロモーションを展開します。 

 外国人観光客の来訪の拡大を図るため，パンフレット，サイン等の外国語表記の充

実や海外の観光事業者等に対する体験型見学会の受入など，インバウンド観光を推

進します。 

２ 地域資源を活かした観光・交流の更なる推進 
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（インバウンド観光の推進） 

国の「観光立国推進基本計画」では，令和２年度までの目標として，旅行消費額ととも

に，訪日外国人旅行者を大幅に増加させることを掲げており，インバウンド観光に対する

サービス向上をはじめとした受入機運の醸成，情報発信など受入体制の充実が必要です。 

このため，関係機関との連携により，訪日外国人の受入機運の醸成や受入体制の充実を

図ります。 
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施策の体系 ≪基本目標と施策の方向性≫                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施
策
の
方
向
性 

しごとをつくり安心して働けるようにする，竹原への新しいひとの流れをつくる 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

年齢や性別に関わらず多様な人々が元気なまちをつくる、 

竹原の魅力、個性を活かして交流を拡大する 

仕事づくり 

移住・定住の促進 

少子化対策 

地域力の強化 

■ 基本目標１ 

■ 基本目標２ 

■ 基本目標３ 

施
策
の
方
向
性 

施
策
の
方
向
性 

１ 魅力ある雇用の確保 

２ 創業の促進  

３ 地域産業の振興 

１ まちへの誇りと愛着の醸成 

２ ＵＩＪターンの促進 

３ 暮らしやすい環境の創出 

１ 健康まちづくりの推進 

２ 多様な人材の活躍促進 

３ 地域を支え活躍する人材の育成・環境づくり 

４ 企業等との連携強化 

５ 関係人口の創出・拡大 

１ 出会い・結婚のサポート 

２ 妊娠・出産期への切れ目のない支援 

３ 子育て支援 

まちの魅力向上 
１ 歴史・文化を活かしたまちづくりの推進 

２ 地域資源を活かした観光・交流の更なる推進 
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６ 各施策に関連する SDGs の目標 

 

 国の基本方針で示された，新しい視点である SDGs を，当市の第２期総合戦略の施策の方

向性と関連付けます。 

 

 

基本目標１  

 

 

施策の方向性 施策名 関連する SDGs 

仕事づくり 

①魅力ある雇用の確保 

 

 

②創業の促進 

 

 

③地域産業の振興 

 

 

移住・定住の

促進 

①まちへの誇りと愛着の醸成 

 

 

②ＵＩＪターンの促進 

 

 

③暮らしやすい環境の創出 
 

 

 

 

基本目標２ 

 

 
 
施策の方向性 施策名 関連する SDGs 

少子化対策 

①出会い・結婚のサポート 
 

 

②妊娠・出産期への切れ目の

ない支援  

 

③子育て支援 

 

 

 

 

 

 

しごとをつくり安心して働けるようにする，竹原への新しいひとの流れをつくる 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
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基本目標３ 

 

 

 
 
施策の方向性 施策名 関連する SDGs 

地域力の強化 

 

①健康まちづくりの推進 
 

 

②多様な人材の活躍促進 
 

 

③地域を支え活躍する人材の

育成・環境づくり  

 

④企業等との連携強化 
 

 

⑤関係人口の創出・拡大 
 

 

まちの魅力向上 

①歴史・文化を活かしたまち

づくりの推進  

 

②地域資源を活かした観光・

交流の更なる推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢や性別に関わらず多様な人々が元気なまちをつくる、 

竹原の魅力、個性を活かして交流を拡大する 
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